
           秋田県ＤＸ推進計画策定委員会設置要綱            
 

（設置） 
第１条 秋田県のデジタル化及びデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進に関する計画（以下「推進計画」という。）の策定を
目的とし、秋田県ＤＸ推進計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
 

（任務） 
第２条 委員会の任務は次のとおりとする 
 （１）推進計画の策定に関すること。 

 
（組織） 
第３条 委員会は、知事が委嘱した委員をもって構成する。 
２ 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
３ 委員長は委員の互選によって定め、副委員長は委員長が指名する。 
４ 委員長は会務を総理する。 
５ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代理する。 

 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は、委嘱された日の属する年度の末日とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会議） 
第５条 委員会の会議は委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。 
２ 会議の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 
 
（事務局） 
第６条 委員会の事務局は、秋田県企画振興部デジタル政策推進課に置く。 
 
（意見聴取） 
第７条 委員会は、必要に応じて委員以外の出席を求め、その意見を聞くことができる。 
 
（雑則） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 
 
   附 則 
 この要綱は、令和３年７月２６日から施行する。 

資料 1 
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（新）秋田県DX推進計画の策定について

１ 計画策定の意義

新計画は新総合計画の実現に資するための個別計画として、「データ活用推進基本法」に基づく都道
府県官民データ活用推進計画を兼ねて策定する。

２ 計画の内容について

デジタル化やＤＸを、本県が人口減少に対応しつつ発展していく上で不可欠な推進力と位置づけ、本
県の情報化施策や各分野の担い手育成の方向性を示す。

行政
～デジタル・ガバメン

ト～

◆施策の柱

産業
～県内産業のＤＸ～

【参考】現計画の構成

◆環境基盤

３ 策定委員会の議論の視点について

〇視点１
現計画の総括を踏まえ、現計画の取組を、社

会の変化のほかデジタル化や技術の進展に合わ
せてアップデートしていく。

〇視点２
「2040年頃」を見据えて、それまでにＤＸが

進んだ姿を想定しながら、それに近づいていく
ための取組を取り入れる。

くらし
～デジタル社会～

人材確保・育成、関連産業振興
インフラ整備、デジタルデバイド対策

資料２
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役割等 6 7 8 9 10 11 12 R8.1 2 3

議会 新計画の
審査

6月
議会

9月議会 12月議会 2月議会

庁内 庁内オー
ソライズ

ＤＸ戦略
本部会議

ＤＸ戦略
本部会議

新計画に
かかる検
討・各種
作業

ＤＸ推進計
画策定委員
会

新計画に
かかる検
討

#1策定委
（8/6）

#2策定委 #3策定委 #4策定委

秋田デジタ
ルイノベー
ション推進
コンソーシ
アム

次期計画
に関する
アンケ－
ト

4 策定スケジュール

アンケート

案作成 修正・成案

素案修正
現計画の
評価・総括

素案作成 「事業リスト」作成

パブコメ

・素案 ・案

・策定の方向性 ・素案 ・案

※リアル開催以外も活用

Ｎ
Ｏ
Ｗ

政策幹事部局
への助言送付

・素案 ・案
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秋田県ＤＸ推進計画について【概要】
【策定趣旨】

　人口減少をはじめとした地域課題の解決を図りつつ、社会

経済の変化に対応しながら本県が力強く歩んでいくために、

デジタル技術の活用による社会の変革や新たな価値の創出を

図るＤＸ推進のための計画を新たに策定する。

【推進期間】

　令和４年度～令和７年度（４年間） 

　【現状と課題】

　 ・全国のすう勢を上回る人口減少と少子高齢化

　 ・県内総生産の伸び悩み

　 ・人手不足がひっ迫、労働力が将来的に減少

　 ・県民のインターネット利用は全国と格差

　 ・県内企業のＩＣＴへの対応の遅れ

 【デジタル化の動向】

　・Society5.0、ＤＸの推進

　・ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット技術の進展

　・テレワーク、オンライン会議の浸透

　・デジタルツイン、メタバースの進展

　・ブロックチェーン技術の発展

計画の理念

「デジタルデバイド解消、人に優しいデジタル化」の推進によ

り、本県が目指す将来の姿である「高質な田舎」と、いつでも、

どこでも、県民一人ひとりがそれぞれのニーズに合ったサービ

スを選ぶことができる社会の実現を目指します。

重要な視点

利用者ファースト

データ活用による価値の創出

人　材　育　成

施策の柱と取組

　　　　　　　　　　環境基盤
行政、産業、くらしの各施策の柱を支える環境基盤の整備・充実を図る。

・企業や行政の職員等の研修などによるデジタル人材の確保・育成

・“デジタル化の地産地消”に向けた県内企業と県内ＩＣＴ企業のマッチング支援

・携帯電話やラジオ放送不感地域の解消への支援、５Ｇ等の新たな情報通信基盤整備の推進

・高齢者向けスマートフォン操作体験会の実施、高齢者をサポートする体制づくり

・学術研究機関等との連携によるヒューマンインタフェースの研究開発の推進

目指す将来像

 【国の施策等の動向】

　コロナ禍を踏まえ社会のデジタル化を強力に推進

　・デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針(R2.12)

　・デジタル庁（行政ＤＸの司令塔）の設置(R3.9)

　・デジタル田園都市国家構想実現会議の設置(R3.11)

　・デジタル臨時行政調査会がデジタル原則を策定(R3.12)

○ あらゆる分野においてデジタル技術の実装が進むことで、行政サービスの向上、地域産業の生産性向上や

　 競争力強化、県民生活の様々な場面における利便性の向上を目指す。

○ 人口減少や過疎化の進行等の本県が抱える課題への対応や、食料供給や再生可能エネルギー、魅力的な観

　 光コンテンツ等の本県の優位性を生かした取組を進める。

　・農林水産業の自動化、省力化による生産性の向上  ･データ分析等に基づく自立した稼ぐ観光エリアの形成

　・デジタル技術の活用による医療の均てん化と福祉サービスの更なる充実　　

　・電力使用のスマート化による再生可能エネルギーの利用促進　　等

【例】

【施策の柱】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   【取組の分類】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【主な取組】

　　　　　 【行政】～デジタル・ガバメント～
行政手続にユーザー視点を取り入れ、県民の利便性向上や行政事務の効率
化を図る。
 

　　　　　 【産業】～ 県内産業のＤＸ ～
ＤＸの実現に向け、一層のデジタル化の促進による産業の生産性向上と競
争力強化を図る。

　　　　　 【くらし】～ デジタル社会 ～
医療、交通、教育をはじめ、県民生活の様々な分野のデジタル化を促進し、
利便性の向上を図る。

（１）行政手続のオンライン化

（２）マイナンバーカードの普及・活用

（３）行政事務の効率化と働き方改革

（４）情報システムの最適化

（５）オープンデータ化の推進

（６）市町村のデジタル化の推進

（１）デジタル技術を活用した医療・福祉の推進

（２）デジタル技術の活用による地域公共交通の

　　　利便性向上

（３）防災情報の充実・高度化

（４）教育のＩＣＴ化の推進

（５）オンラインを活用した文化芸術の推進

（６）ＡＩの活用等による地域振興

・電子申請サービスの充実、手数料等へのキャッシュレス納付の導入

・県・市町村・民間事業者等の連携によるマイナンバーカードの普及啓発

・ＲＰＡやＡＩなど先進的な技術の導入による業務改善の推進

・庁内情報システムの調達時審査及びシステムの統廃合等の推進

・オープンデータ公開用ウェブサイトの構築とデータ公開の推進

・市町村の基幹系業務システムの標準化及び導入支援、情報セキュリティクラウドの運用

・急性期診療ネットワークの構築に向けた支援、オンライン診療の実証に対する支援

・バスロケーションシステムやＡＩオンデマンドタクシーの導入等への支援

・総合防災情報システムの更新・整備（省庁システムとの連携、地理情報システムの導入等）

・高校普通科へのデジタル探究コースの設置やグローバル企業と連携したデジタル教育の推進

・オンラインを活用した文化芸術イベントの実施、美術館等のデジタルコンテンツの充実

・ＡＩの活用等による移住相談対応の充実と地方移住関心層等に対するアプローチの強化

・行政手続の電子化率(％)　　　　　　　　59.6(R3)→100(R7)

・オープンデータ化した県有データ数〔累積〕(件) 87(R2)→200(R7)

・電子決裁率(％)　　　　　　 　　　　 　83.3(R3)→100(R7)　 等

・ＩｏＴ等を導入した企業の割合(％)　　　 　27(R元)→43(R7)

・操業情報のデータ化を実施する漁業者数(人)　11(R3)→34(R7)

・延べ宿泊者数(千人泊)　　　　　 　　  2,546(R2)→3,800(R7) 等

・県内情報関連産業の売上高(億円)　　　 　　296(R2)→434(R7)

・携帯電話のサービスエリア外地域の地区数(地区) 28(R2)→16(R7)

・庁内等デジタル人材育成研修受講者数(人) ４か年累積 1,600     等　　

・急性期診療ネットワーク参加医療機関数(病院)   ５(R3)→22(R7)

・デジタル技術を活用した利便性の向上等に取り組む交通事業者数

　(事業者)　　　　　　　　　　　　　　　　２(R3)→10(R7)

・秋田県への移住者数〔県関与分〕(人)　　 576(R2)→800(R7)　 等

推
進
指
標

推
進
指
標

推
進
指
標

推
進
指
標

（１）産業の生産性向上と競争力強化

（２）スマート農林水産業の推進

（３）デジタル技術を活用した観光施策の推進

（４）ＩＣＴ建設工事の拡大

（１）デジタル人材の確保・育成

（２）ＤＸを支える情報関連産業の振興

（３）デジタルインフラの整備促進

（４）デジタルデバイド対策の推進

・実証プロジェクトの実践によるＤＸ先行事例の創出、デジタルリテラシー向上への支援

・製造業やサービス業等のＩｏＴ等の技術導入による生産性向上や新事業創出等の取組への支援

・スマート農業の普及拡大、漁業情報等のデジタル化と水産物のオンライン販売体制の強化

・観光デジタル情報プラットフォームの構築、デジタル技術活用による観光事業者の経営改善支援

・３次元設計による建設生産システムの導入、ＩＣＴ及びＩｏＴ技術の建設工事への活用促進

　　　　　　　　　　　　　　　　　資料３
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秋田県DX推進計画の進捗状況について（令和６年度） 　資料４

分類 事業番号 推進指標 現状値（当初） 実績値（R6） R6評価

1(1)1

1(2)4
電子申請・届出サービスの充実 行政手続の電子化率（％） 59.6(R3) 80.9 B

建設業許可・経営事項審査「電子申請シ
ステム」利用率（％）

ー 13

県発注工事における入札参加資格審査申
請の電子申請率（％）

ー 43

1(1)3 キャッシュレス納付の推進
キャッシュレス納付が可能な手数料等の
割合（％）

1.5（R3） 60 A

1(1)4
共通納税システムへの対応と納付書へのＱＲコード記載による納
付環境の拡大

－ － － B

1(1)5 旅券の電子申請及び手数料のクレジットカード納付の導入 － － － B

1(2)1
マイナンバーカードの取得促進や交付事務体制充実の取組への支
援

マイナンバーカード交付率（％） 38.2（R3) 90.8 B

1(2)2 運転免許証とマイナンバーカードの一体化 － － － B

1(2)3 電子申請・届出サービスの充実（再掲） 行政手続の電子化率（％） 59.6(R3) 80.9 B

1(3)1 ＲＰＡやＡＩなど先進的な技術の導入による業務改善の推進 － － － B

1(3)2 文書管理システムと財務会計システムの連携 電子決裁率（％） 83.3（R3） 83.3 B

1(3)3 人事管理システム等の活用による異動作業等の効率化 － － － A

1(3)4
予算編成、執行管理に係るシステムの統合及び内部統制機能の搭
載

－ － － B

1(3)5 法制執務の一部におけるデジタル化 － － － B

1(3)6 多様な働き方に対応した環境整備 テレワーク利用可能者数（人） 299（R3） 1512 A

1(3)7 タブレット式認知機能検査システムの導入 － － － B

1(4)1 庁内情報システムの最適化 － － － B

1(4)2 基幹県税システムの他自治体との共同利用及びクラウド化 － － － B

1(4)3
予算編成、執行管理に係るシステムの統合及び内部統制機能の搭

載
－ － － B

1(4)4 河川・道路・下水道施設等の効率的な管理システムの構築 － － － B

1(4)5 漁港施設点検システムの導入による業務効率化 － － － B

1(4)6

3(3)4
セグメント配信・プッシュ通知の導入による情報発信の最適化 － － － B

（２）マイナン
バーカードの普
及・活用

（３）行政事務
の効率化と働き
方改革

（４）情報シス
テムの最適化

行政

（１）行政手続
のオンライン化

1(1)2
建設業関係手続（許可・経営事項審査・入札契約手続）全般の電
子化

B

- 1/ -
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分類 事業番号 推進指標 現状値（当初） 実績値（R6） R6評価

1(5)1 オープンデータの公開の推進
オープンデータ化した県有データ数〔累
積〕（件）

87（R2) 241 A

1(5)2 都市計画基礎調査のオープンデータ化 － － － B

1(6)1 県及び市町村が共同利用する情報セキュリティクラウドの運用 － － － B

1(6)2 市町村の基幹系業務システムの標準化及び導入支援 － － － B

2(1)1
製造業や商業・サービス業等におけるＩｏＴ等のデジタル技術の
導入による生産性向上や新事業創出等の取組への支援

ＩｏＴ等を導入した企業の割合 27(R2 ) 37 B

2(1)2

4(2)1
実証プロジェクトの実践によるＤＸの先行事例の創出

実証プロジェクトの創出数〔累積〕
（件）

3（R3） 8 B

2(1)3 デジタル化実践事例の横展開 ＩｏＴ等を導入した企業の割合 27(R2 ) 37 B

2(1)4

4(1)4
企業のデジタルリテラシー向上への支援 ＩｏＴ等を導入した企業の割合 27(R2 ) 37 B

2(1)5

4(2)2
デジタル化やＤＸを推進するデジタル牽引企業の創出

デジタル牽引企業の認定数〔累積〕
（社）

ー 6 C

2(1)6

4(2)5

企業誘致の促進によるデジタル需要の受注拡大とデジタル人材の
雇用確保

情報関連産業立地促進事業新規指定企業
数（社）

1（R2） 4 A

2(1)7 県制度融資の機関間におけるデジタル化の推進 － － － B

2(1)8

4(1)6
製造業のＤＸを３Ｄ設計開発技術等で支える人材の育成 － － － B

2(1)9
医療福祉・ヘルスケア分野のオンラインビジネスマッチングプ
ラットフォーム構築

オンラインビジネスマッチングプラット

フォームに参加する県内企業数（累計）
－ 31 A

2(1)10

4(1)5

4(2)4

ＩＣＴ企業の人材確保・育成の支援
就業希望者と県内ＩＣＴ企業とのマッチ
ング者数（人）

9(R3） 23 B

2(2)1 スマート農業を支える基盤整備の実証 － － － B

2(2)2 多様なニーズに対応した戦略的な米生産の推進 － － － B

2(2)3 次世代農業技術の研究の推進
スマート農業にかかる研究課題数〔累
積〕（課題）

14（R3） 22 A

秋田版スマート農業モデル創出事業で実

施する研究の実証地区数（地区）
0（R2） 7

スマート農業指導士の活動によりスマー
ト農業を体験・実践した農家数〔累積〕
（件）

ー 1219

2(2)5 漁獲情報等のＩＣＴ化の推進
操業情報のデータ化を実施する漁業者数
（人）

11(R3) 19 C

2(2)6 水産物オンライン販売体制強化
オンライン販売を実施する漁業者数
（人）

25(R3) 40 B

2(2)7

4(1)7
ドローンなどを活用したスマート林業の普及拡大 － － － B

産業

（１）産業の生
産性向上と競争
力強化

（２）スマート
農林水産業の推
進

2(2)4

3(4)10

4(1)9

ＤＸ推進に資する分野を超えた連携研究や先導的人材の育成に対
する支援

（５）オープン
データ化の推進

（６）市町村の
デジタル化の推
進

A
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分類 事業番号 推進指標 現状値（当初） 実績値（R6） R6評価

2(2)8 スマート園芸技術の普及拡大 － － － B

2(2)9 畜産分野におけるスマート農業技術の普及拡大 － － － B

2(2)10 気象災害を受けない果樹産地づくり － － － B

県が構築する観光デジタル情報プラット
フォームへの参加事業者数（事業者）

ー 92

秋田県公式観光サイト「アキタファン」
のページビュー数（千ＰＶ） ー

3009

延べ宿泊者数（千人泊） 2,546(R2) 3150

デジタル技術を活用し、課題にアプロー
チ済みの秋田の観光創生推進会議会員の

割合（％）

20.9(R3) 24.4

デジタル技術を活用した観光施策興味関
心度（％）

29.9(R3) 26.8

2(3)3 観光地点等パラメータ調査のデジタル化
本庁及び地域振興局担当者の観光地点パ

ラメータ調査業務への従事時間（h）
689 87 A

2(3)4 デジタル技術を活用した観光受入態勢の整備
ウェブ版観光案内マップへのアクセス件
数（件）

－ B

2(3)5 新県立体育館におけるデジタル技術の導入 － － － B

（４）ＩＣＴ建
設工事の拡大

2(4)1 ＩＣＴ活用等による県内企業の効率性・安全性の向上 ＩＣＴ活用工事の実施件数
28

(R2)
51 B

3(1)1 医療のデジタル化の推進
オンライン診療の実証事業への参加施設
数（施設）

5（R3) 終了 B

3(1)2 医療ネットワークの推進
地域の中核的な医療機関がネットワーク
に参加している二次医療圏数（医療圏）

6（R3） 3 B

3(1)3
急性期疾患に対する遠隔画像診療ネットワークの構築に向けた支
援

急性期診療ネットワーク参加医療機関数
（病院）

5（R3） 9 C

3(1)4 Ｉ Ｃ Ｔ を活用した健（検）診予約システムの全県展開
ＩＣＴを活用した健（検）診予約システ
ム導入団体数(市町村及び健診機関)

ー 21 B

3(1)5
介護職員の負担軽減や業務効率化に資するロボット・ＩＣＴ導入
への支援

介護ロボット等導入推進支援事業活用事
業所数〔累積〕（事業所）

45（R2） 353 A

3(1)6 医療的ケア児支援に資する情報共有ツール構築への支援 － － － B

3(1)7 医療扶助のオンライン資格確認の導入 － － － B

3(1)8 福祉相談業務支援システムの導入 － － － B

3(1)9
介護保険業務のオンライン化及びＡＩを活用したＦＡＱ検索シス
テムの構築

－ － － B

（１）デジタル
技術を活用した
医療・福祉の推
進

2(3)1

2(3)2

くらし

（２）スマート
農林水産業の推
進

観光におけるデジタルマーケティングの推進

デジタル技術を活用した観光エリアの収益性向上支援

A

C
（３）デジタル

技術を活用した
観光施策の推進
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分類 事業番号 推進指標 現状値（当初） 実績値（R6） R6評価

地域公共交通情報のオープンデータ化に
取り組む交通事業者数（事業者）

1(R3) 20

バスロケ・AIデマンドなどデジタル技術
を活用した利便性の向上等に取り組む交
通事業者数（事業者）

2(R3) 9

3(3)1 総合防災情報システムの更新・整備 － － － B

3(3)2 河川・道路・港湾に関する防災・災害情報の充実・高度化 － － － B

3(3)3 ツキノワグマ等出没情報の配信 － － B

3(4)1 ＩＣＴの活用による秋田の探究型授業の質的な改善
授業にＩＣＴを活用して指導する能力
（％）

63.2（R2） ー B

3(4)2
広域的な職場体験・インターンシップや県内企業について学ぶこ
とができるウェブサイトの管理・運営

－ － B

3(4)3
地域資源とＩＣＴを活用した「キャリア設計ｅ－ミーティング」
の実施

キャリア設計ｅ－ミーティング参加生徒
数（人）

ー 1187 A

3(4)4

4(1)8

デジタル探究コースの設置や専門人材を活用した教育の推進によ
るデジタル人材の育成

プログラミング等のデジタル技術につい
て意欲的に学んでいる生徒の割合（％）

ー 93 A

3(4)5 ＩＣＴの活用による質の高い授業の実施
プログラミング等のデジタル技術につい
て意欲的に学んでいる生徒の割合（％）

ー 93 A

3(4)6
オンライン式即興型英語ディベート交流会（e-Debate 交流会）の
実施

e-Debate交流会に参加した生徒数（人） 65（R3） 64 B

3(4)7
児童生徒の利用を対象としたネットパトロール及びインターネッ
ト健全利用の啓発

低年齢化に対応したインターネット環境
整備に関する講座を実施した市町村数
（累積）

10(R3) 18 B

3(4)8 ＩＣＴの活用による障害の状態や特性等に応じた学びの充実 － － － B

3(4)9 ＩＣＴの活用による校務の効率化
県立学校における教職員の平均時間外在
校等時間数（時間）

50.6(R1) － B

3(4)11 ＩＣＴを活用した高校入試手続きの効率化・省力化 － － － B

3(4)12 統合型校務支援システムの共同調達・共同開発 － － － B

3(5)1 オンライン等の活用による秋田の文化の魅力発信強化
あきた文化情報サイトページビュー数
（ＰＶ）

99,905（R3) 112929 B

3(5)2 美術館・博物館等におけるデジタルコンテンツの充実 － － － B

3(6)1 オンラインを活用した大学生等への情報発信 県内大学生等の県内就職率（％） 46.7（R2） 43 B

3(6)2 オンラインを活用したセミナー等の開催 県内大学生等の県内就職率（％） 46.7（R2） 43 B

3(6)3
メタバースの活用等による地方移住関心層等に対するアプローチ
の強化

秋田県への移住者数〔県関与分〕（人） 576(R2) 782 A

3(6)4 デジタル技術を活用した動物愛護及び管理の推進
動物愛護センター公式ウェブサイトの
ページビュー数（ＰＶ）

24,000(R2) 83858 A

（３）防災情報
の充実・高度化

（２）デジタル
技術の活用によ
る地域公共交通
の利便性向上

3(2)1
バスロケーションシステムやＡＩオンデマンドタクシーの導入な
ど利便性の向上と利用の拡大に向けた取組への支援

A

（４）教育のＩ
ＣＴ化の推進

（５）オンライ
ンを活用した文
化芸術の推進

（６）ＡＩの活
用等による地域
振興
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分類 事業番号 推進指標 現状値（当初） 実績値（R6） R6評価

4(1)1 ＤＸ推進アドバイザーの活用
デジタル化関連事業への助言・提案件数

〔累積〕（件）
80(R3) 579 B

4(1)2 ＤＸ推進のための若手職員ワーキンググループ － － － B

4(1)3 庁内におけるデジタル人材の育成
庁内等デジタル人材育成研修受講者数
〔累積〕（人）

ー 1331 A

ＩｏＴ等を導入した企業の割合 27(R2 ) 37

情報関連産業の売上高（億円） 296(R2) －

携帯電話のサービスエリア外地域の地区
数（地区）

28（R2） 8

光ファイバーの利用可能世帯率（％） 97.9(R1) ー

4(3)2 ラジオ放送不感地域の解消 － － － B

4(3)3 ５Ｇ等新たな情報通信基盤の整備の推進 － － － B

スマートフォン操作体験会の参加者数
（人）

544（R3） 1032

デジタル活用サポーター育成研修会の参
加者数（人）

29（R3） ー

4(4)2 県民がデジタルを身近に感じ触れることができる機会の提供 － － － B

4(4)3
学術研究機関等との連携によるヒューマンインタフェースの研究
開発の推進

－ － － B

4(2)3
“デジタル化の地産地消”に向けた県内企業と県内ＩＣＴ企業の
マッチング支援

（３）デジタル
インフラの整備
促進

4(3)1 携帯電話不感地域の解消

（２）ＤＸを支
える情報関連産
業の振興

B

B

環境基盤

（１）デジタル
人材の確保・育
成

C
（４）デジタル
デバイド対策の
推進

4(4)1 スマートフォン操作体験会等の実施
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現計画の総括 

 

 本計画は「暮らし」「産業」「行政」の 3 つの柱と、それらを支える「環境基盤」の整備を掲げ、多岐にわたって施策を

展開してきた。KPI やロードマップ等を用いた年次評価においては、取組の約９割が「計画どおり」もしくは「計画を上回

る」進捗となっており、全体として着実に前進している。 

 

 一方、今後の取組について、次に留意する必要がある。 

(1) 計画は着実に前進したものの、取組内容の先進性や全国的な水準を踏まえた評価ではないため、今後の取組や指標

の設定に際しては取組の現在位置を確認する必要がある。 

  ⑵ システム等の導入等の取組について、一定程度導入が進んだものは、実際の利活用を増やしていくことに今後の

取組や評価の軸足を移す必要がある。  

  ⑶ デジタル化・ＤＸの取組がまだ個々の点にとどまっているため、これまで得られた好事例を活かして普及、横展

開に努めていく必要がある。 

  ⑷ 社会にこれまでになく大きな影響を与えるとされる生成ＡＩ技術等、デジタル化の新しい技術や動きを取りいれ

ていく必要がある。 

  ⑸ 現計画は行政分野の取組として、県の業務に関してのみとり上げてきたが、市町村業務のデジタル化を視野に入

れていく必要がある。 

 

本県の課題に取り組む上で、急速に進化するデジタル技術を最大限に活用することは今まで以上に重要であり、上を踏

まえて、引き続き各分野のデジタル化やＤＸを進めていく。 
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